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育児介護休業法について

●育児介護休業法とは？

この法律は、育児休業及び介護休業に関する制度並びに子の看護休暇及び

介護休暇に関する制度を設けるとともに、子の養育及び家族の介護を容易

にするため所定労働時間等に関し事業主が講ずべき措置を定めるほか、子

の養育又は家族の介護を行う労働者等に対する支援措置を講ずること等に

より、子の養育又は家族の介護を行う労働者等の雇用の継続及び再就職の

促進を図り、もってこれらの者の職業生活と家庭生活との両立に寄与する

ことを通じて、これらの者の福祉の増進を図り、あわせて経済及び社会の

発展に資することを目的とする（第１条）。
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2025年改正の背景

●2025年問題（2025年以降、団塊の世代が75歳以上となり、医療や介護の需要
が急増する一方で、若年層の人口減少により労働力不足が深刻化）

介護休業の取得を推進し柔軟な働き方を提供することで、介護を担う世代の就
労継続を支援し、全体的な労働力不足に対応し、高齢者介護の負担を分散

●男性の育児休業取得、子の年齢に応じた働き方の変更の必要性の高まり

個別の働きかけや職場環境の整備・気運の醸成、子の出生直後の短期間の休業
のみならず就学時期頃までの育児と仕事の両立念頭に置いた制度作り

●ポストコロナ時代におけるテレワークなど新しい働き方が普及

テレワークなどの導入
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改正のポイント

①子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現
するための措置の拡充

②育児休業の取得状況の公表義務の拡大
や次世代育成支援対策の推進・強化

③介護離職防止のための仕事と介護の両
立支援制度の強化等
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改正のポイント

①子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現
するための措置の拡充

②育児休業の取得状況の公表義務の拡大
や次世代育成支援対策の推進・強化

③介護離職防止のための仕事と介護の両
立支援制度の強化等
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改正の具体的内容

①子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置の拡
充（2025年4月1日～施行分）
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❶所定外労働の制限（残業免除）の
対象拡大（改正法16条の8）

（現行）３歳になるまでの子を養育する労働者
（改正）小学校就学前までの子を養育する労働者に拡大

❷子の看護休暇の対象拡大
「看護等休暇」（改正法16条の2、
16条の3）

（現行）小学校就学前まで
（改正）小学校３年生修了前までに延長

（現行）ケガや病気の世話、病気の予防のために必要な世話（予防接
種・健康診断）

（改正）感染症に伴う学級閉鎖等や、行事参加（入園式（入学式）、卒
園式）も対象に
子の看護等休暇に名称変更

（現行）勤続６ヵ月未満の労働者を労使協定に基づき除外可
（改正）仕組み廃止

❸３歳になるまでの子を養育する労
働者に関する努力義務の拡大（改正
法23条2項1号、24条2項）

（現行）短時間勤務が困難な従業員に対する始業時刻等の変更、育児休
業制度に準ずる措置という代替措置

（改正）テレワークも代替措置の選択肢に
＋（その他の従業員へも）テレワークに準ずる必要な措置を講

ずる努力義務の新設



改正の具体的内容

①子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置の拡
充（2025年10月1日～施行分）
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❹３歳以上の小学校就学始期前の子
を養育する労働者に対する措置を行
う義務の新設（改正法23条の3第1
項）

（現行）育児休業に関する制度、残業免除、短時間勤務、始業時刻等の
変更等を講ずる努力義務

（改正）以下の中から事業主が２つを選択して措置を講ずる義務を新設
a) 始業時刻等の変更
b) テレワーク等（10日以上／月）
c) 短時間勤務
d) 新たな休暇の付与（10日以上／年）
e) 保育施設の設置運営等、働きながら子を養育しやすくするため
の措置

❺個別の意向聴取・配慮の義務の拡
大（改正法21条2項、3項）

（現行）妊娠・出産等の申し出時に育児休業制度の個別周知・意向確認
（改正）妊娠・出産等の申し出時に個別の意向の聴取と配慮、

子が3歳になるまでの適切な時期に「柔軟な働き方を実現する
ための措置」の個別周知・意向確認、個別の意向聴取・配慮を追
加
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出典：厚生労働省「育児休業、
介護休業等育児又は家族介護
を行う労働者の福祉に関する
法律及び次世代育成支援対策
推進法の一部を改正する法律
の概要（令和６年法律第42号、
令和６年５月31日公布）」

❹

❷

❶

❸

❸
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改正のポイント

①子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現
するための措置の拡充

②育児休業の取得状況の公表義務の拡大
や次世代育成支援対策の推進・強化

③介護離職防止のための仕事と介護の両
立支援制度の強化等
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改正の具体的内容

②育児休業の取得状況の公表義務の拡大や次世代育成支援対
策の推進・強化
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❻育児休業取得率の公表義務の
対象拡大（改正法22条の2）

（現行）労働者数1,000人超の事業主
（改正）労働者数300人超の事業主に拡大

❼次世代育成支援対策推進法に
基づく行動計画策定時の義務
（改正法12条3項）

（改正）育児休業取得状況や労働時間の状況の把握（PDCAサイ
クルの確立）・数値目標の設定を義務付け

➑次世代育成支援対策推進法の
期限の延長（改正法附則2条）

（現行）令和７年３月31日まで
（改正）令和17年３月31日まで延長

★次世代育成支援対策推進法の改正



改正のポイント

①子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現
するための措置の拡充

②育児休業の取得状況の公表義務の拡大
や次世代育成支援対策の推進・強化

③介護離職防止のための仕事と介護の両
立支援制度の強化等
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改正の具体的内容

③介護離職防止のための仕事と介護の両立支援制度の強化等
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❾個別の周知・意向確認を行
う義務の新設（改正法21条4
項）

（改正）労働者が家族の介護に直面した旨を申し出た時に、両立支
援制度等について個別の周知・意向確認を行うことを義務付け

❿早期の情報提供や雇用環境
の整備の義務の新設（改正法
21条5項、22条）

（改正）介護に直面する前の早い段階（４０歳）の両立支援制度等
に関する情報提供の義務付け
研修や相談窓口の設置等の雇用環境の整備の義務づけ

⓫介護休暇の対象拡大（改正
法16条の6）

（現行）勤続６か月未満の労働者を労使協定に基づき除外可
（改正）仕組み廃止

⓬努力義務の追加（改正法24
条4項）

（改正）家族を介護する労働者に対し事業主が講ずる措置（努力義
務）の内容にテレワークを追加
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育児介護休業規程（又は就業規則）の改訂

●育児介護休業規程（改訂版）の規定例

19

❷子の看護休暇の対象拡大 「看護等休暇」

出典：厚生労働省「～令和６年５月に育
児・介護休業法が改正されました～育児・
介護休業等に関する規則の規定例［簡易
版］（令和７年４月１日、10月１日施行対
応版）」



育児介護休業規程（又は就業規則）の改訂
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⓫介護休暇の対象拡大

出典：厚生労働省「～令和６年５月に育
児・介護休業法が改正されました～育児・
介護休業等に関する規則の規定例［簡易
版］（令和７年４月１日、10月１日施行対
応版）」



育児介護休業規程（又は就業規則）の改訂
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❶所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大

出典：厚生労働省「～令和６年５月に育
児・介護休業法が改正されました～育児・
介護休業等に関する規則の規定例［簡易
版］（令和７年４月１日、10月１日施行対
応版）」



育児介護休業規程（又は就業規則）の改訂

22

❹３歳以上の小学校就学始期前の子を養育する労働者に対する措置を行う義務の新設

出典：厚生労働省「～令和６年５月に育
児・介護休業法が改正されました～育児・
介護休業等に関する規則の規定例［簡易
版］（令和７年４月１日、10月１日施行対
応版）」



書式の整備

●法改正に伴う書式例

23

❺育児休業制度に関する個別の意向聴
取・配慮の義務の拡大
（妊娠・出産申出時の個別の意向の聴
取と配慮）

出典：厚生労働省「～令和６年５月に育
児・介護休業法が改正されました～育児・
介護休業等に関する規則の規定例［簡易
版］（令和７年４月１日、10月１日施行対
応版）」



書式の整備
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❺「柔軟な働き方を実現する
ための措置」の意向聴取・配慮の義務
の拡大
（子が３歳になる前の個別周知・意向
確認）

出典：厚生労働省「～令和６年５月に育
児・介護休業法が改正されました～育児・
介護休業等に関する規則の規定例［簡易
版］（令和７年４月１日、10月１日施行対
応版）」

（１ページ目）



書式の整備
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出典：厚生労働省「～令和６年５月に育
児・介護休業法が改正されました～育児・
介護休業等に関する規則の規定例［簡易
版］（令和７年４月１日、10月１日施行対
応版）」

（２ページ目）



書式の整備
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❺「柔軟な働き方を実現する
ための措置」に関する個別の意向聴
取・配慮の義務の拡大
（子が３歳になる前の個別の意向の聴
取と配慮）

出典：厚生労働省「～令和６年５月に育
児・介護休業法が改正されました～育児・
介護休業等に関する規則の規定例［簡易
版］（令和７年４月１日、10月１日施行対
応版）」



書式の整備
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出典：厚生労働省「～令和６年５月に育
児・介護休業法が改正されました～育児・
介護休業等に関する規則の規定例［簡易
版］（令和７年４月１日、10月１日施行対
応版）」

❾介護両立支援制度等に関する個別の
周知・意向確認を行う義務の新設

（１ページ目）
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出典：厚生労働省「～令和６年５月に育
児・介護休業法が改正されました～育児・
介護休業等に関する規則の規定例［簡易
版］（令和７年４月１日、10月１日施行対
応版）」

（２、３ページ目）



書式の整備
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出典：厚生労働省「～令和６年５月に育
児・介護休業法が改正されました～育児・
介護休業等に関する規則の規定例［簡易
版］（令和７年４月１日、10月１日施行対
応版）」

❿介護両立支援制度等に関する早
期の情報提供

（１ページ目）
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出典：厚生労働省「～令和６年５月に育
児・介護休業法が改正されました～育児・
介護休業等に関する規則の規定例［簡易
版］（令和７年４月１日、10月１日施行対
応版）」

（２、３ページ目）



人材の確保、社内研修の実施

●人手不足に備えた人材の確保・適切な配置転換の実施

●法改正についての社内研修の実施

（権利拡充の対象者へのハラスメントを行わないよう注意、
各種申請の方法等の周知）
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まとめ

１ 2025年を目前に制度改革が急務

２ 現行法・改正法と社内の現状との整合性を要確認

３ 従業員への公表・社内での運用
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ご清聴ありがとうございました。
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